





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
法709条で賠償責任を負うことになる。学校の施設・
設備の毅疵による事故の場合は，学校設置者が，国公
立学校の場合は国賠法2条で，私立学校の場合は民法
717条で賠償責任を負うことになる。生徒間の事故で
は，教師にも監督上の過失のあるときは，学校設置者
が教育活動中の事故と同様に賠償責任を負うことにな
る。また，加害生徒の父母は，民法714条1項の法定
監督義務者として，また教師個人も民法714条2項の
代理監督者としての賠償責任がある。債務不履行責任
は，被害生徒と在学契約関係にある学校設置者の安全
保持義務解怠にもとつく不完全履行による賠償責任と
して構成される。
　しかし，このような一般的な損害賠償法理は，被害
者の被った損害の墳補にのみ重点が置かれているにす
ぎない。学校事故に際しての賠償責任の問題を考える
にあたっては，このような損害の填補による被害生徒
の救済という側面のほかに，教育への影響あるいは教
育理念という側面が十分に考慮されなければならな
い。このため，学校事故における賠償責任の問題は，
きわめて教育法学的な問題として捉える必要があ
る2）。そこで，本稿では，このような基本的視点に立
って，現行の損害賠償法理を学校事故における賠償責
任の場合に適用するにあたって生ずる問題点を指摘し
ながら，現行法制度上での最も適切な法規適用のため
の理論につき検討し，そのことを通じて教育理念にも
とつく学校事故賠償責任法理とはどのようなものでな
ければならないかについての考え方の一端を明らかに
しておきたい。
　2．　賠償責任主体の問題
　学校事故における賠償責任に関して，とくに重要な
ことは，誰を，法的な賠償責任主体とみるかというこ
とである。それは，一般の賠償責任法理においても，
企業責任理論が展開され，被用者の不法行為とされて
きたものを企業自体の不法行為として捉え，企業自体
を賠償責任主体としてみていこうとする考え方と関連
するところもあるが，それ以上に，学校事故は，生徒
の安全に教育を受ける権利の侵害として，教育権保障
の一環の問題として捉える必要があるからである。憲
法26条は，国民の教育を受ける権利を保障している。
この教育権の保障には，当然に，安全に教育を受ける
権利保障も含まれているといってもよい。このため，
その教育の実施機関である学校は，学校の運営，学校
施設・設備，，教師の配置，勤務条件などの外的教育条
件整備を行なう必要のあることはいうまでもないが，
学校事故に際しての賠償もそれと同様に責任負担すべ
き立場にあるのである。それは，外的教育条件整備
は，安全に教育を受ける権利保障上の積極的コスト負
担であるのに対し，学校事故の賠償負担は，この権利
保障上の消概的コスト負担とみることができるからで
ある。この考えは，行政行為によって市民に生じた損
害については，行政上のマイナスのコスト負担として
行政を行なう国・地方公共団体によって負担されなけ
ればならないとする考え方と異なるものではない。こ
のため，教師個人は，その職務上の義務として，生徒
に対し安全に教育を行なう責務を負担していることは
いうまでもないが，そのことを理由に直ちに学校事故
についての賠償責任主体と解すべきではない。また．
学校での教育では，肉体的，精神的に未発達な状態に
ある子供を集団的に相手にしががら，理科や化学の実
験，技術教育，体育，課外クラブ活動や臨海学校など
の学校行事のように危険を伴う教育活動もあえて試み
ながら子供の発達成長を保障していくべきであり，こ
れに伴う危険の顕在化としての学校事故は構造的に発
生するものであること，かつまた外的教育条件の不備
な現状においては，それがますます増大し，常態とな
って，学校教育組織から構造的に派生するものである
ことからすれば，その責任主体は，学校教育組織の主
体である学校すなわち学校設置者自身であるのが必然
である。その責任主体を学校教育組織を構成する個々
人に還元することは正当ではないといえるからで，あ
る。このようなことから学校事故の賠償責任主体は，
もっぱら学校設置者として捉えなければならないので
あり，学校設置者の自己責任の原則が確立されなけれ
ばならない。
　このことは，現行法制度上も，学校事故における賠
償責任を追及する際に，十分に考慮されなければなら
ない。そこで，このような見地に立って現行法上の賠
償責任の問題を考える場合には，つぎのような理解が
もっとも妥当ではないかと思われる。すなわち，学校
設置者の自己責任として構成していく論理として，ま
ず，国賠法2条ないし民法717条か債務不履行責任と
して請求原因を構成することが望ましい。国賠法2条
ないし民法717条による場合は，いうまでもなく，学
校施設・設置についての学校設置者の所有，占有ない
し管理にもとつく自己責任として構成されていること
から，できる限りこれによることが好ましい。ただ，
学校施設ないし設置の介在しない学校事故の場合に
はj適用されないという限界がある。ただ，その場合
も，国賠法2条については，公の営造物のなかに人的
機構や人的措置も含まれるものと解し3），教師の授業
その他の教育活動による学校事故の場合も，その適用
があるものとする考え方にもとつくことも検討されな
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けれぽならないだろうが，国賠法1条を公務運営上の
人的蝦疵による賠償責任規定と理解しうるならば，そ
の必要性はそれほど要請されるものではない。この意
味では，国賠法2条は，学校の建物その他の物的設備
による事故に限り適用され，教師の授業その他の教育
活動中の事故はふくまないとする通説，判例4）に従っ
てよいと思われる。そこで，教師の授業その他の教育
活動中の事故の場合の，学校設置者の自己責任として
の構成には，債務不履行責任とすることがもっとも適
切である。学校設置者は，生徒に対し，教育を受ける
過程において生命，健康が害しないように万全の注意
を払い，物的，人的環境を整備し，諸々の危険から保
護すべき安全保持義務が契約上存在するにもかかわら
ず，生徒が学校事故に遭遇したことは，この義務解怠
にもとつく不安全履行として，学校設置者に債務不履
行責任があるとするものである。ただ，このような構
成は，国公立学校についてはやや問題がある。国公立
学校の在学関係については公法上の特別権力関係にも
とつくものであり，契約関係によるものでないとする
の見解5）がある6）からである。しかし，教育法上は，
国公立も私立も在学関係は基本的に同性質のものと捉
えていると解する立場から，在学契約関係にもとつく
ものとする有力説7）に立つならば，国公立学校の場合
も債務不履行責任の構成は不可能ではない。ただ，債
務不履行責任は契約上の責任にすぎない。学校事故に
おける賠償責任を教育権保障の一環であるという思想
に立ってみるとき，権利侵害に対するより積極的な救
済の法理が求められる。この点で，国賠法1条ないし
民法715条による構成も再考されなければならない。
国賠法1条ないし民法715条によっても，被害生徒と
の関係では，学校設置老が賠償責任を負うことにな
る。しかし，重要なことは，国賠法1条については，
教師個人は被害生徒に対して直接賠償責任を負わない
が，学校設置者である国・地方公共団体の賠償責任
は，この教師個人の賠償責任を代位するにすぎないと
解するのが通説，判例であるし，民法715条について
も，教師個人の不法行為法上の賠償責任を，使用者で
ある学校設置者（学校法人）が代位するものと解され
ているということである。すなわち，学校事故の際の
学校設置者の賠償責任は，これらの見解によれば，法
的には自己の賠償責任ではないということである。こ
れは，学校事故に際しての賠償責任についての基本的
考え方である学校設置者の自己責任の原則と明らかに
矛盾するものである。そこで，国賠法1条について
は，国・地方公共団体の公務運営に際しての人的璃疵
による損害に対する責任を定めた規定8）として，民法
715条については，民法717条は物的暇疵についての責
任規定であるのに対比して，使用者の人的組織上の毅
疵によって生ずる損害に対する責任規定であるとみて
理論構成していくことが必要となる9）。しかし，これ
らの規定についてこのような理論構成をすることが一
般的にみて妥当でないとするならば，学校事故におけ
る賠償責任の場合に限って，早急に，学校設置者の自
己責任の原則を柱とした学賠法の制定されることが重
要となる。
　3．　賠償責任根拠の問題
　学校事故に際して⑳賠償責任を考える場合に，どの
ような責任根拠にもとついて賠償責任を負うことにな
るのかの問題も重要である。現行の損害賠償法理の原
則は，加害行為に際しての故意ないし過失を責任根拠
としていることは周知の通りである。この原則は市民
の個人責任を前提として，他人に損害を被らせた際の
賠償責任根拠論としては，最も妥当な考え方であると
いってよい。それは，法的に許容される市民の自由な
意思決定にもとついての活動の範囲を容易に策定でき
るからである。しかし，学校事故では，安全に教育を
受ける権利保障の一環として，その責務を担うべき教
育組織体が負うべき賠償責任が問題であることから個
人相互間の賠償責任法理をもって，同列に位置づける
ことはではない。また，安全に教育を受ける権利を侵
害しても法的に許容しうるというような領域の存在は
もともと考えられない。このように，被害生徒と賠償
責任主体の立場の質的差異，賠償責任の本質一教育権
保障性と損害環補性一を十分に認識するならば，過失
責任の原則に代わる責任根拠が見出されなければなら
ない。安全に教育を受ける権利を保障された生徒側
が，その教育活動に伴って受けた損害につき，学校設
置者側に故意ないし過失のない限り，自から負担しな
ければならないという論理は妥当でない。それは，そ
の権利保障をする責務のある学校設置者側に，常に，
その負担が配分される々きである。
　また，他方では，現代社会において一般的に承認さ
れてきている，危険なものを支配する者は，その危険
から生じた損害について，故意・過失を問うことなく
賠償責任を負うべきであるとする危険責任の考えに基
づいても同様に結論づけることが可能である。すなわ
ち「成長途上にある青年で恒常的で多様な集団生活を
営んでいる学校は，安全保障に万全を期すとしても）t
なお他の一般の社会分野に比して人身事故の可能性を
性質上より多く擁しているという意味で」「危険性を
はらんだ施設」であることを理由として10），あるいは
教育の創造性と発達成長過程にある子どもに対する新
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しい学習の試みに伴う未知の危険という教育活動自体
の危険性を理由として11），これらの危険を支配してい
る学校設置者は，その危険の発現として生じた事故損
害に対して，危険責任たる無過失責任を負うべきだと
いえるからである。このようにして，学校事故におけ
る賠償責任の根拠として，無過失責任の原則が導き出
されるのである。このため，学校事故における賠償責
任の問題を正しく解決するためには，終極的には，無
過失責任の原則を賠償責任根拠とした特別立法の制定
を待たなければならない。しかし，それだからといっ
て，現行法規上でも，それに近づくための努力を怠っ
てよいわけではない。公害裁判にみられるような解釈
論の展開は，その規範とすべきである。
　そこで，このような見地に立ってみるとき，現行法
規上はまず，学校事故に際しての賠償責任を，国賠法
2条ないし民法717条によって求めていくことが望ま
れる。両規定については，一般に，危険責任の考えに
もとついた無過失責任規定と解されているからであ
る。ただし，これらの規定も，設置，保存，管理上の
暇疵を要件としていることから，完全な無過失責任に
よるものではない12）という限界を認識しておかなけれ
ばならない。ついで，これらの規定でフォローしえな
い事故類型については，債務不履行責任として賠償を
求めるのがよい。もっとも，今日の通説，判例13）は，
債務不履行責任の場合に，債務者の有責性すなわち故
意・過失または信義則上これと同視すべき事由などの
存在することを要件としているため無過失責任の原則
とはほど遠い責任根拠によっているといわざるを得な
い。しかし，かりに，このような見解に従ったとして
も，債務者の有責性は故意・過失よりも広い概念とし
て理解されている14）ことや，その立証責任が債務者に
あるとされている15）ことから厳格な過失責任主義より
もましであるし，債務者の有責性を要件とすること自
体に疑問を提起しうる余地が十分にあるからである。
かつてゲルマン法では，債務不履行責任は，絶対的責
任とされ，債務者の有責性を問題としなかったといわ
れているし16），日本でも履行遅滞については債務者の
有責性が条文に明記されていないため故意過失を必要
とせず，不可抗力の場合にだけ賠償責任を免れるにす
ぎないと解されてきた17）ことからすれば，通説，判例
のような解釈修正は再考しうるものであるといえるか
らである。とくに，不完全履行の場合に嫁，それ自
体，不完全な給付であるということから，さらに債務
者の有責性をオーバーラップして要件とする必要はな
いのではないかと考えられる。この点は，医療過誤の
賠償責任問題とも共通するところの重要な課題であ
る。また，国賠法1条ないし民法715条による場合は，
通説，判例によれば学校設置者自身に何らの有責性が
ないにかかわらず賠償責任を負うという点では無過失
に近いということになる。とくに，国賠法1条は，民
法715条のような免責条項のないことから，その感
が特に強い。しかし，このような賠償責任の前提に
は，教師等の故意・過失という有責性の存在が必要で
あることから，これを切り離して論ずることはできな
い。このため，学校設置者の自己責任であることを前
提としての無過失責任の考え方とは根本的に異なるも
のである。そこで，もし，これらの規定を適用せざる
を得ない場合には，つぎのような解釈修正が試みられ
なければならない。まず，これらの規定を学校設置者
の自己責任規定として捉える立場に立つときは，これ
らの規定によって賠償責任の前提とされている教師等
の故意・過失というのは教師個人の有責性とは無関係
な学校教育組織における人的組織上の理疵を意味する
ものとして理解するならば，より無過失責任に近づき
うるのではないかと思われる。もっとも，蝦疵を要件
とせざるを得ないことから，国賠法2条ないし民法
717条に関して述べたと同様に完全な無過失責任化さ
れるものではない。また，今日の通説，判例のよう
に，国賠法1条ないし民法715条の適用のためには，
あくまでも教師個人の有責性が問われなければならな
いとするならば，過失の客観化への努力によって対応
すべきである。学校事故の多くは，教師の不作為不法
行為として成立する場合が多いわけであるが，その場
合の前提となる事故予見義務ないし事故防止義務を教
師個人に求めるのではなく学校教育組織全体に求める
という考え方に立つべきである。この意味では，津地
裁18）が，全校生徒の参加する水泳訓練中の水死事故
で，市教育委員会の教育長，指導主事，教育課長，各
教育委員，校長，教務主任，体育主任に限らず全教職
員に危険防止義務解怠があったと判示しているのは注
目に値する。部分的行事や個別授業や指導の場合に
も，その学校の教育計画に従った運営の一環として遂
行されている限りにおいては同様の見地に立つことも
不可能ではないのではなかろうか。また，教師の直接
指導中や懲戒，暴行などによる作為不法行為の場合で
も，それが学校慣行的行為であったかどうかに注目す
ることによって出来うる限り客観的に判断すべきであ
る。そして，さらに，学校事故の場合にも，被害者
が，加害者側に過失のあることを推測させる事実を証
明したときは，加害者の方で過失のないことを立証し
ない限り裁判所は過失を認定しうるとする過失の一応
の推定の理論を積極的に肯認することによって，より
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一層，その目的に近づきうるのではないかと思われ
る。
　4。小　括
　これまで，学校事故における賠償責任の問題を賠償
責任の法理論面に焦点をあててみてきた。ーそこで得ら
れた基本的な論理は，学校事故では，学校設置者が自
己責任として無過失で賠償責任を負うべきだというこ
とであった。この論理は，現行法制度上から生じてき
ている諸々の不都合を解消するためにも有益である。
教師の有責性を前提としなければならない現行法規上
では，賠償責任を求めるために教師個人の責任を追及
せざるを得ないし，これを認めるためにはその危険防
止義務を過重していかなければならないということか
ら派生する教師の教育活動への歪み的影響を解消する
ことができるし，被害生徒側は，補償救助を受けるた
めには故意・過失の立証が求められるという困難さか
ら，さらにはその立証ができないかあるいは無過失の
場合には安全に教育を受けうるという権利を有しなが
ら補償されず自己負担に終らざるをえないという不合
理から解放されるからである。そこで，現行法制度上
においても，この基本的な論理に添いうるように，あ
るいはこれらの不都合が解消されるように検討を加え
その考え方を示してみたわけであるが，その十分でな
いことはこれまセ明らかにしてきた通りである。この
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